
リスクコミュニケーションに関する GEMINI3 に対する質問と回答  
 

質問目次 
 
Q1. 米国の原子力エネルギー協会（NEI)は公衆向けのリスクコミュニケーションを行っています

か 
Q２． 米国原子力エネルギー協会は、以前は電力会社向けに、メデイア対応訓練を提供してい

ましたが、現在も行っていますか 
Q3.  英国で原子力発電所を運営する EDF エネルギーは 2010 年代に、安全のテレビコマーシ

ャルをやめたと記憶しています。現在もそうでしょうか 
Q4.  Pual Slovic が 1987 年に Science に発表したリスク認知に関する論文の最後に「リスクコ

ミュニケーションは双方向プロセスでないと失敗する」と述べています。双方向プロセスとは対話

のことだと思いますが、対話可能な人数は多くても 40 名くらいです。これ以上の大集団との対話

は不可能です。不特定多数の大集団向けに安全の説明をしたら、彼らは心理的安全性で理解し

ますので、かえって危険のイメージを持つのではないでしょうか。したがって多数の集団に対して

口頭でのリスクの説明は逆効果なので、しないほうが良いと考えますがいかがですか。 
Q5. 原子力発電所の安全の説明を文書で公衆に提供する場合ですが、電力会社、規制機関、

推進側の省庁、学会などによって責任と立場が異なります。したがって、どのような説明をどのよ

うに行うかも異なると考えますがいかがでしょうか。これらの組織が行う説明は、それぞれどのよ

うに行うのが良いか教えてください。 
Q6. 米国では原子力規制委員会が安全性や規制関係の文書、あるいは原子炉開発や研究に

関する文書を集めホームページで公開しています。これらは国民が原子力や放射線利用の安全

について知りたいときに知りたいところまで理解するのに役立ちます。日本ではこうした情報はま

だ整備されていないと思います。AI 時代ですので、日本語で尋ねても英語の情報を参照して答

えてくれるようになりました。米国規制委員会が収集し公開している情報を基に答えてほしいと

GEMINI に要求すると、そのように答えられますか？ 
 
 
本文（質問と GEMINI3 の回答） 
 
Q1. 米国の原子力エネルギー協会（NEI)は公衆向けのリスクコミュニケーションを行っています

か 
 
A１. 米国の原子力エネルギー協会（NEI: Nuclear Energy Institute）は、公衆向けのリスクコミュ

ニケーションおよびパブリックアウトリーチを非常に精力的に行っています。 
ただし、NEI は政府の規制機関（NRC など）ではなく、原子力産業界（発電事業者、メーカー、研

究機関など）を代表する業界団体・ロビー活動組織であるため、そのリスクコミュニケーションの

目的やアプローチには明確な特徴があります。 
NEI のリスクコミュニケーションにおける主なアプローチと特徴は以下の通りです。 



1. 科学的アプローチに基づく「知覚リスク」の是正 
NEI は、一般公衆が抱く放射線や原子力への懸念（知覚リスク）と、実際の科学的な「客観的リス

ク」のギャップを埋めることに主眼を置いています。 
• 測定と管理の強調: 近年の世論調査（Bisconti Research らによる経年調査）のデータ等

を分析し、「放射線が他のリスク源（自然放射線など）に比べてどれだけ低いか」という単

純な「リスク比較」よりも、「放射線が現場でどのように測定され、厳格に管理・監視されて

いるか」を具体的に説明する方が、公衆の安心感と信頼（Perception Shift）につながると

いう知見を重視した発信を行っています。 

2. デジタルメディアと草の根（アドボカシー）の活用 
伝統的なブリーフィングだけでなく、SNS、動画、インフォグラフィックスを多用し、一般の生活者

に届きやすい言葉（Plain Language）での発信を徹底しています。 
• ベネフィットとの結合: リスク単体ではなく、「気候変動対策としてのクリーンエネルギー」

「医療用アイソトープによる社会貢献」といった便益（ベネフィット）とリスクの制御をセットで

語る戦略をとっています。 

3. 産業界全体のコミュニケーション能力底上げ 
NEI 自身が直接公衆に語りかけるだけでなく、加盟する各電力会社のサイトコミュニケーター（地

域担当者）や広報プロフェッショナルを育成・支援するプラットフォームとして機能しています。 
• Nuclear Communications Forum の主催: 定期的にフォーラムを開催し、メッセージン

グ研究、危機管理（Crisis Communications）、誤情報（Misinformation）への対抗策、コミ

ュニティエンゲージメントのベストプラクティスを業界内で共有しています。 
⚠ 視点の留意点 規制機関（NRC）のリスクコミュニケーションが「中立的な安全性の審査と透

明性の確保」を目的とするのに対し、NEI の活動は**「原子力の社会的受容（Social 
Acceptance）の向上と気候変動文脈における市場拡大」**を目的としたアドボカシー（擁護・推

進）の色彩が強いという側面があります。 
近年では、SMR（小型モジュール炉）の社会実装や既存炉の運転延長に向け、地域住民との初

期段階からの信頼構築や、SNS 上の誤情報へのリアルタイムな対応（ファクトチェック）に注力す

る傾向が強まっています。 
 
 
Q２． 米国原子力エネルギー協会は、以前は電力会社向けに、メデイア対応訓練を提供してい

ましたが、現在も行っていますか 
 
A２. 米国の原子力エネルギー協会（NEI）は、現在も電力会社や加盟企業向けにメディア対応

訓練やコミュニケーション支援を提供しています。 
 



ただし、その提供形態は、かつてのような「単発のメディア対応ブリーフィングや記者会見シミュレ

ーション」から、より包括的かつ現代的な「デジタル、草の根、そして危機管理（クライシスコミュニ

ケーション）を統合したスキルビルディング」へと進化しています。 
 
 
現在の NEI によるメディア・コミュニケーション支援は、主に以下の 3 つの柱で展開されていま

す。 
 
1. 「Nuclear Communications Forum (NCF)」による実践的訓練 
NEI は、電力会社の広報担当者やサイトコミュニケーター（発電所現地の地域広報担当）を一堂

に集めるプラットフォームとして、「Nuclear Communications Forum（原子力コミュニケーション・

フォーラム）」を定期的に主催しています。 
 
このフォーラムでは、単に「メディアの質問にどう答えるか」という伝統的な広報スキルだけでな

く、以下のような実践的な訓練やワークショップが提供されています。 
 
危機管理（Crisis Management）とメディア対応: 事故やトラブル発生時、あるいはサイバー攻撃

などの緊急事態において、伝統的メディア（TV・新聞）と SNS の双方でいかに迅速かつ正確にメ

ッセージをコントロールするか。 
 
誤情報（Misinformation）への対抗策: ネット上での誤った情報拡散に対し、リアルタイムでファク

トチェックを行い、広報担当者が「語り手（Narrator）」として主導権を握るためのメディア戦術。 
 
2. LMS（学習管理システム）「NEI+ Training」の導入 
近年のデジタルシフトに伴い、NEI は「BlueSky PathLMS」と呼ばれる独自のオンライン学習管

理システムを導入し、「NEI+ Training」という枠組みで、加盟企業向けのトレーニングコースをい

つでも受講できる体制を整えています。これにより、各電力会社の広報担当者は、メディア・リレ

ーションズの最新のベストプラクティスや、公衆向けのメッセージング研究に基づく対話の技法を

オンデマンドで学ぶことが可能になっています。 
 
3. 「ベネフィットと制御」をセットにしたメッセージングの標準化 
現代のメディア訓練において、NEI が特に重視しているのは「原子力そのものの安全性（ALARA
原則の遵守状況など）」を技術的に説明する訓練よりも、「気候変動（脱炭素）における原子力の

価値」というベネフィットを前面に出しつつ、リスクの測定・管理体制を平易な言葉（Plain 
Language）でメディアに伝えるためのフレーミング訓練です。 
 
💡💡 背景にある変化 
現在のアメリカの原子力業界は、既存炉の運転延長や SMR（小型モジュール炉）の新規建設、

さらには元原子力発電所サイトでのデータセンター併設（AI 需要）など、大きな転換期にありま

す。そのため、NEI の訓練も「単にメディアの追及をかわす（防衛的）」ものから、**「新たなクリー

ンエネルギー市場の創出に向けて、メディアや地域社会を味方につける（攻めの広報）」**ための

アドボカシー型コミュニケーションへと軸足が移っています。 



 
 
 
 
 
Q3.  英国で原子力発電所を運営する EDF エネルギーは 2010 年代に、安全のテレビコマーシ

ャルをやめたと記憶しています。現在もそうでしょうか 
 
A３． おっしゃる通り、英国で原子力発電所を運営する EDF エネルギー（EDF Energy）は、

2010 年代に「安全（Safety）そのものを直接的なテーマにしたテレビコマーシャル」の定常的な放

送を行わなくなりました。 
現在もその方針は続いており、同社の広告戦略において「安全性」を単体で大々的にアピールす

るテレビ CM は作られていません。 
かつての状況と、現在のコミュニケーション戦略がどのようになっているか、背景を整理します。 

1. 2010 年代の転換：なぜ「安全」の CM をやめたのか 
2000 年代後半から 2010 年代初頭にかけての EDF エネルギーは、マスコットキャラクター

（Zemo）やリサイクル映像、あるいは「Together in Electric Dreams」といったポップな楽曲を起

用し、原子力発電の存在感やその仕組み、安全への取り組みを比較的ストレートに伝えるテレビ

CM を放映していました。 
しかし、2011 年の福島第一原子力発電所事故を契機に、欧州全体で原子力に対する公衆の知

覚リスクが大きく変化しました。リスクコミュニケーションの専門的な知見からも、「安全です」と

大々的に宣伝（プロパガンダ的アプローチ）すればするほど、かえって公衆の不安や不信感を煽

る（逆効果になる）という原則が再認識されました。 
そのため、EDF エネルギーはテレビ CM のような不特定多数に向けた一方通行のメディアにお

いて、技術的な「安全性」を直接語る手法から撤退しました。 

2. 現在のテレビ CM 戦略：「脱炭素（Net Zero）」への統合 
現在、EDF エネルギーが展開している大規模なテレビ CM（直近の代表的なキャンペーン

「Change is in our Power」や「Busy Doing Nothing」など）では、メッセージの軸足が「安全性」

から「脱炭素（Net Zero / Low Carbon）」へ完全にシフトしています。 
• ベネフィットの一体化: 風力や太陽光などの再生可能エネルギーと並び、「英国最大の低

炭素（ゼロカーボン）電力の生産者」としての役割をアピールする文脈の中で、原子力発電

所（ヒンクリー・ポイント C など）の映像が使用されます。 
• 気候変動対策としてのフレーミング: リスクの有無を議論するのではなく、「気候変動に立

ち向かうために、今実際にゼロカーボン電力を生み出しているのは誰か」という実効性を

前面に出すフレーミング（枠組み）が徹底されています。 

3. 現在の「安全」に関わるリスクコミュニケーションの場 



では、現在「安全性」や「リスク」についてのコミュニケーションをどこで行っているかというと、テレ

ビ CM ではなく「透明性の高い情報開示と地域・デジタルへの限定」に移行しています。 
• WEB サイトでの徹底した可視化: 同社の公式 WEB サイトには、各発電所のリアルタイ

ムの運転状況、測定データ、安全管理体制、および「Defence in Depth（深層防護）」の概

念が Plain Language（平易な言葉）で詳細に常設されています。 
• ローカル・コミュニティ・エンゲージメント: 新規建設地（ヒンクリー・ポイント C やサイズウェ

ル C）や既存の AGR（改良型ガス冷却炉）の周辺住民に対しては、タウンホールミーティ

ング（住民説明会）やビジターセンターの運営を通じて、双方向の対話によるリスクコミュニ

ケーションを行っています。 
💡💡 結論として ご記憶の通り、2010 年代以降、テレビ CM というマスメディアを使って「原子力

の安全」を直接説得するような広告は行われていません。現在は**「テレビでは脱炭素のベネフ

ィット（価値）を語り、安全性やリスク管理の詳細は WEB や地域対話で透明に開示する」**とい

う、明確な役割分担（コミュニケーションの仕分け）がなされています。 
 
 
Q4.  Pual Sovic が 1987 年に Science に発表したリスク認知に関する論文の最後に「リスク

コミュニケーションは双方向プロセスでないと失敗する」と述べています。双方向プロセスとは対

話のことだと思いますが、対話可能な人数は多くても 40 名くらいです。これ以上の大集団との対

話は不可能です。不特定多数の大集団向けに安全の説明をしたら、彼らは心理的安全性で理

解しますので、かえって危険のイメージを持つのではないでしょうか。したがって多数の集団に対

して口頭でのリスクの説明は逆効果なので、しないほうが良いと考えますがいかがですか。 
 
A4. ポール・スロヴィック（Paul Slovic）の 1987 年の Science 論文『Perception of Risk』の本

質を捉えた、非常に鋭く、かつ実務的な限界を突いたご指摘です。 
結論から申し上げますと、ご指摘の通り「不特定多数の大集団に対して、十分な準備や双方向

性なしに、単に口頭でリスクや安全性の説明を行うこと」は、かえって大衆の不安や危険のイメー

ジを増幅させ、逆効果（ブーメラン効果）を生む可能性が極めて高いと言えます。これはリスク心

理学やコミュニケーション論の観点からも正当な懸念です。 
なぜ多数派への口頭説明が逆効果になるのか、そして「双方向」を物理的な対話人数（40 名な

ど）を超えてどう捉えるべきかについて、3 つの視点から整理します。 

1. なぜ大集団への口頭説明は「危険のイメージ」を増幅させるのか 
スロヴィックらが明らかにしたように、人間はリスクを「客観的な確率（死亡率など）」ではなく、「恐

ろしさ（Dread Risk：制御不能か、大惨事になるか）」と「未知性（Unknown Risk：目に見えない

か、将来世代に影響するか）」という心理的因子で認知します。 
不特定多数に向けた一方的な口頭説明が逆効果になる理由はここにあります。 

• 「わざわざ説明にくる＝何かある」というヒューリスティック： 心理学的に、人は「安全です」

と強調されればされるほど、無意識に「なぜそこまで強調するのか？ 実は隠された危険

があるのではないか」と警戒を強めます（利用可能性ヒューリスティックの作動）。 
• 不確実性のフレーミング効果： 専門家が誠実に「リスクはゼロではないが、きわめて低

い」と口頭で説明すると、大衆の耳には「リスクがある（ゼロではない）」という部分だけが



心理的安全性のフィルター（感情バイアス）を通じて拡大解釈され、恐怖のイメージが定着

します。 
• 文脈の欠如による感情的反応： 多人数になればなるほど、聴衆の知識レベルや関心は

多様化します。個別の疑問に答えられない一斉説明では、個々人が抱いた小さな疑問や

誤解が、説明の最中に解消されず、そのまま「不信感」へと変わります。 
したがって、「とりあえず集めて口頭で説明する」というアプローチは、むしろリスクの認知を刺激

し、拒絶反応を生むだけになりがちです。 

2. スロヴィックの言う「双方向プロセス」の真意 
ご指摘の通り、物理的に「対話（ダイアローグ）」が成立する集団の規模は、密な議論なら十数

人、ワークショップ形式でも最大 40〜50 名程度が限界です。それ以上になると一方的な「演説

（モノローグ）」にならざるを得ません。 
では、スロヴィックの言う「双方向プロセス（Two-way process）」を大集団においてどう解釈すべ

きかというと、それは「一度に全員としゃべること」ではなく、「決定プロセスへの参加とフィードバッ

クの仕組み化」を意味しています。 
大集団を相手にする場合、リスクコミュニケーションは以下のような「構造的な双方向性」に変換

される必要があります。 
【大集団における構造的リスクコミュニケーション】 

 

不特定多数の大集団 

       │ 

       ▼ (意見・懸念の吸い上げ：アンケート、パブリックコメント、Web窓口) 

情報の分析・分類 (何に不安を感じているかを定量・定性的に把握) 

       │ 

       ▼ (代表性のある小集団へのアプローチ：ステークホルダーダイアローグ) 

40名以下の対話セッション (徹底的な議論、信頼関係の構築) 

       │ 

       ▼ (対話プロセスの透明化) 

対話結果や Q&Aのメディア・Web公開 (大集団へのフィードバック) 

つまり、40 人規模の濃密な対話を「パブリックな代表」として何度も重ね、そのプロセスや「なぜ

安全と言えるのか」の問答をオープンに共有していく仕組みこそが、大集団における双方向プロ

セスの現実的な解です。 

3. 実務的な結論：多数の集団に「口頭説明」をしない場合、どうすべ

きか 
ご提案の通り、「多数を集めた場での口頭による安全説明」は原則として避けるべき、あるいは

中止すべきです。では、情報の開示や安全性の説明を求められた場合、どのような代替手段をと

るべきでしょうか。 



① 感情的な場での口頭説明を避け、「テキスト（書面・Web）」をベースにする 

口頭の言葉は、その場の雰囲気や話し手のニュアンス、聴衆の感情で歪められやすい性質を持

ちます。まずは正確なデータ、ファクト、Q&A を網羅した書面や Web サイトによる非同期な情報

公開を先行させます。これにより、受け手は感情に流されず、自分のペースで情報を咀嚼できま

す。 

② 住民代表や関心層に絞った「小規模・多頻度」の対話 

一時に大勢を集めるのではなく、ファシリテーターがコントロールできる 30〜40 名以下のタウン

ホールミーティングや勉強会を、セグメント（利害関係の度合いなど）に分けて何度も開催しま

す。ここで出た徹底的な質疑応答を記録し、参加していない多数派へ公開します。 

③ 「安全の押し売り」ではなく「リスク管理体制（手続き）の信頼」を説明する 

大集団に向けて「安全だから信じてくれ」と言うのは逆効果です。伝えるべきは「私たちはどのよう

な基準で、どうリスクを監視し、問題が起きたらどう対処するのか」という不確実性に対するプロ

セスの透明性です。スロヴィックも指摘している通り、リスクコミュニケーションの核心は「技術の

説明」ではなく「信頼の構築」です。 
総じて、ご指摘の「大集団への口頭説明は逆効果であるため、しないほうが良い」という洞察は、

リスク心理学の原則に照らして非常に正しい判断です。一斉説明会のような形式主義的な手法

は、相互不信を深めるだけのプラットフォームになりかねないため、現代のリスクマネジメントに

おいては避けるべき悪手とされています。 
 
 
Q5. 原子力発電所の安全の説明を文書で公衆に提供する場合ですが。電力会社、規制機関、

推進側の省庁、学会などによって責任と立場が異なります。したがって、どのような説明をどのよ

うに行うかも異なると考えますがいかがでしょうか。これらの組織が行う説明は、それぞれどのよ

うに行うのが良いか教えてください。 
 
A5.原子力発電所の安全性を説明する際、ご指摘の通り、発信者の「責任（Accountability）」と
「立場（Mandate）」によって、公衆が期待する役割や信頼の基準は完全に異なります。 
すべてが同じように「安全です」と合唱すると、公衆からは「利益共同体による大政翼賛的な安全

神話の押し売り」と映り、深刻な不信感（社会的増幅）を招きます。ポール・スロヴィックらのリスク

心理学においても、「情報発信元の客観性と信頼性」はリスク認知を左右する最重要因子です。 
各組織がその本分に応じ、文書（書面・Web）を通じてどのような説明をどのように行うべきか、4
つの主体の役割を整理します。 

1. 規制機関（例：原子力規制委員会など） 



【立場と責任】 
公衆の安全を守るための独立した「番人」。推進側（電力・経産省）から完全に独立し、科学的・

客観的見地から厳格にジャッジする責任を負います。 
• 説明すべき内容： 

o 「合格・不合格」の判断基準（規制基準）の妥当性と、その審査プロセスのすべて。 
o 事業者の申請に対する、科学的・技術的な検証結果（なぜこの対策で十分、あるい

は不十分と判断したのか）。 
o 「リスクをゼロとみなしていないこと」の明言。 残留リスク（残されたリスク）の存在

や、未知の知見（新知見）が得られた場合にどうバックフィット（遡及適用）するかと

いう「手続きの正当性」。 
• 適切な説明のしかた（文書のあり方）： 

o 徹底的な情報公開とプロセスの可視化： 審査会合の議事録、指摘事項、事業者

の回答などを未加工（生データ）に近い形で Web 公開し、判断に「ブラックボック

ス」がないことを示します。 
o 客観的・中立的なトーン： 「安全です」という主観的な太鼓判を押すのではなく、「現

行の厳しい法基準をクリアしている」という客観的事実のみを淡々と記述します。 

2. 電力会社（原子力事業者）  

【立場と責任】 
設置・運用の当事者であり、「安全性に対する一次責任（民事・刑事・道義的責任）」を無限に負う

立場。同時に、稼働によって利益を得る「利害関係者」でもあります。 
• 説明すべき内容： 

o 具体的な設備対策、多重防護の構造、過酷事故（シビアアクシデント）対策の実効

性。 
o 万が一の事故が発生した場合の、具体的な防災計画、避難支援、通報・連絡体

制。 
o 過去のトラブルや失敗事例の共有と、そこからの教訓。 

• 適切な説明のしかた（文書のあり方）： 
o 「リスクの引き受け」の表明： 「規制基準に適合したから安全」と言い訳（責任転嫁）

をするのではなく、「事業者として、地域の安全に最後まで責任を持つ」という当事

者意識を明文化します。 
o 具体的かつ段階的な Q&A： 住民が最も知りたい「地震が来たらどうなるのか」「避

難はどうするのか」といった個別具体的な懸念に対し、エンジニアリングの観点から

具体例（図解、数値）を用いて平易に解説する文書（Web の FAQ など）を構築しま

す。 

3. 推進側の省庁（例：経済産業省・資源エネルギー庁など） 

【立場と責任】 



国家のエネルギー安全保障、気候変動対策（GX）、経済性の観点から、エネルギー政策を立案・

推進する立場。 
• 説明すべき内容： 

o なぜ日本（または当該地域）に原子力発電が必要なのかという、エネルギーポリシ

ー（必要性・必然性）のコンテキスト。 
o 他電源（再エネ、火力）とのバランス、コスト、供給安定性、脱炭素への寄与度。 
o 立地地域に対する経済振興や交付金制度の仕組みと実績。 

• 適切な説明のしかた（文書のあり方）： 
o 「安全性の説明」は規制機関に委ねる： 自らが「安全である」と過度に主張すること

は、規制の独立性を疑わせるため厳に慎むべきです。「規制機関による厳格な審

査を大前提として、政策上必要である」というフレーミングに徹します。 
o マクロデータの透明な提示： エネルギー需給の予測データや国際情勢のリスクな

ど、政策の背景にあるファクトを客観的な統計・グラフで提示します。 

4. 学会（例：日本原子力学会など） 

【立場と責任】 
特定の利害（政治・経済）から離れ、純粋な学術的知見を提供する「中立的な専門家集団」。 

• 説明すべき内容： 
o 原子力工学、放射線防護、リスク学における最新の科学的コンセンサス（合意）。 
o 推進側・反対側双方の主張に対する、学術的なファクトチェック（何が科学的に正し

く、何が誤解・誇張なのか）。 
o 国内外の事故分析や、次世代技術（新型炉、核変換など）の将来性と課題。 

• 適切な説明のしかた（文書のあり方）： 
o 学術的ピアレビューの精神： 身内（業界）の擁護ではなく、科学的誠実さ（インテグ

リティ）を最優先した白書や提言書を発行します。 
o 二方向の不確実性の明記： 科学において「まだ分かっていないこと（不確実性）」を

隠さず、文書内に明記します。これが結果的に、長期的な専門家集団としての信頼

を担保します。 

責任分担のまとめ 
各組織がそれぞれの役割に徹した文書を提供することで、公衆は「誰の、どの情報を信じるべき

か」を自分で判断できるようになります。 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

組織 主な記述トーン 公衆からの信頼の源泉 避けるべき禁じ手 
規制機関 科学的・厳格・中立 独立性とプロセスの透明性 事業者への同調、「100%安

全」の断言 
電力会社 誠実・具体的・当事

者意識 
一次責任の覚悟と対話姿

勢 
規制への責任転嫁、トラブル

の隠蔽 
推進省庁 マクロ視点・政策的

必要性 
政策プロセスの正当性とデ

ータの正確性 
安全性への直接的なお墨付

き乱発 
学会 学術的・客観的・ファ

クト重視 
政治・利害からの完全な独

立性 
業界の利益代弁、不確実性

の隠蔽 
このように、それぞれの組織が「自らの限界と責任の範囲」を明確にした文書を独立して提供す

ることこそが、大集団に対して逆効果を生まない、現実的かつ誠実なリスクコミュニケーションの

基盤となります。 
 
 
Q6. 米国では原子力規制委員会が安全性や規制関係の文書、あるいは原子炉開発や研究に

関する文書を集めホームページで公開しています。これらは国民が原子力や放射線利用の安全

について知りたいときに知りたいところまで理解するのに役立ちます。日本ではこうした情報はま

だ整備されていないと思います。AI 時代ですので、日本語で尋ねても英語の情報を参照して答

えてくれるようになりました。米国規制委員会が収集し公開している情報を基に答えてほしいと

GEMINI に要求すると、そのように答えられますか？ 
 
A6. はい、GEMINI に対して「米国原子力規制委員会（NRC）が公開している情報をベースに答

えてほしい」と要求すれば、そのように回答することが可能です。 
AI は、日本語の質問であっても、指示（プロンプト）に応じて英語の膨大なデータベースや公開文

書にアクセスし、それらを正確に翻訳・要約した上で、日本語で分かりやすく回答する能力を備え

ています。 
ご指摘の通り、米国 NRC には ADAMS（Agencywide Documents Access and Management 
System）という、数百万件に及ぶ規制文書、審査報告書、トラブル事例などの膨大な公文書を網

羅した世界最大級の公開データベースがあります。 
GEMINI を使い、この米国の高度な情報インフラを日本語で活用するための具体的な方法と、そ

の際の「得意なこと・不得意なこと」を整理します。 

1. GEMINI にどのように要求（プロンプト）すればよいか 
単に質問するだけでなく、「情報源をどこに求めるか」を明確に指定するのがコツです。 
【効果的な要求例（プロンプト）】 「米国原子力規制委員会（NRC）の公開文書や安全基準

（ADAMS データベースの内容など）をベースに、以下の質問に答えてください。日本語の情報だ

けでなく、英語の最新の規制文書や審査報告書を参照し、技術的な根拠を含めて日本語で分か

りやすく説明してください。 質問：[ここに知りたい内容を記入、例：新型炉の安全審査における多

重防護の考え方について]」 



このように指示することで、AI は日本の情報だけでなく、米国 NRC が蓄積してきた厳格な技術

的知見を優先的に探索し、回答を組み立てます。 

2. GEMINI が「できること」と「得意な領域」 
AI×多言語参照の強みを活かすことで、国民が「知りたいところまで深く理解する」ための強力な

ナビゲーターになります。 
• 技術的な「なぜ？」に対する詳細な解説： 「NRC の安全基準（10 CFR Part 50 など）にお

いて、過酷事故（シビアアクシデント）対策としてどのような設備が要求されているか」とい

った、具体的かつディープな規制要件を日本語で引き出せます。 
• 日米の規制や安全対策の比較： 「米国の NRC 基準と、日本の原子力規制委員会の新

規制基準では、地震・津波対策や残留リスクの扱いにおいてどのようなアプローチの違い

があるか」といった、構造的な比較分析も得意です。 
• 英語の専門用語や難解な規制文書の平易な翻訳： NRC の専門的な英文（Safety 

Evaluation Report など）は公衆には極めて難解ですが、GEMINI に「一般の人が理解で

きるレベルに噛み砕いて」と要求すれば、文脈を損なわずに分かりやすく翻訳・要約してく

れます。 

3. 利用する際の注意点（不得意なこと） 
非常に強力なツールですが、AI の性質上、以下の限界があることを念頭に置く必要があります。 

• 個別の「ML ナンバー（文書識別番号）」の直接指定には限界がある： NRC の ADAMS
に登録されている個別の文書には「ML+9 桁の数字」という識別番号がついています。

GEMINI に「MLxxxxxxxx の文書をそのまま持ってきて」と頼むと、AI が直接その特定の

PDF ファイルをリアルタイムに全文化して読み込むことがシステム上難しい場合がありま

す。 
o 対策： 「文書番号」ではなく、「○○発電所の××に関する審査報告書」のように、文書

のタイトルや具体的なテーマで探させる方が確実です。 
• ハルシネーション（もっともらしい嘘）： AI は稀に、存在しない規制条項や、米国の基準で

はないものを「NRC の基準である」と誤って出力することがあります。 
o 対策： 重要な安全上の判断や正確なファクトが必要な場合は、回答の最後に「根

拠となった NRC の文書名や、参照した具体的な規制条項（例：10 CFR Appendix 
A など）を明記してください」と合わせて要求し、ソースをクロスチェックできるように

しておくのが賢明です。 
日本の情報公開や安全説明のインフラは、米国のように一元化された巨大なテキストデータベー

ス（ADAMS）に比べると、まだ公衆が「知りたいところまで自力で辿り着く」にはハードルが高いの

が現状です。 
しかし、AI を仲介役（インターフェース）にすることで、言語の壁を越えて世界で最も厳格とされる

米国 NRC の知見に、日本の自宅からでも直接アクセスできるようになりました。まさに「知る権

利」を補完する強力なアプローチと言えます。 
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